


公募型プロポーザル実施要領

関係人口創出・拡大事業支援業務委託








令和４年度


睦　　沢　　町



1． 趣　旨
この要領に定める関係人口創出・拡大事業支援業務委託（以下「本業務」という。）に係る公募型プロポーザルは、本町が専門的知識や経験に基づく支援を受けるために行うもので、本業務に関する取り組み等を行うにあたり、これに関しての実績や効果的な企画力等を総合的に評価して、最も適当と思われるものを本業務の契約候補者として選定することを目的とする。

2． 業務概要
1） 業務名
関係人口創出・拡大事業支援業務委託

2） 業務内容
別紙「関係人口創出・拡大事業支援業務委託」特記仕様書（以下「仕様書」という。）による。

3） 業務期間
契約締結日から令和５年３月２４日まで

4） 委託料上限額
３，０００，０００円（消費税および地方消費税含む。）

5） 業務対象の範囲
長生郡睦沢町の全域

3． プロポーザル実施方法等
1） 委託者選定方法
公募型プロポーザル方式

2） プロポーザル参加報償
無償

3） 参考資料の閲覧
1 第２期　睦沢町まち・ひと・しごと創生総合戦略【令和３年４月】
2 未来の暮らし むつざわ サポート事業 業務報告書【令和３年６月】
3 官学連携支援事業業務 業務報告書【令和４年３月】
※閲覧場所：企画財政課窓口（閲覧希望者は予め電話での予約をお願いします。）
　　　　　　　電話：0457-44-2501
4） その他
提案については、本要領を充分理解した上での提案とされたい。

4． 企画提案に係る事項
企画提案に参加できる者は、業務を効果的かつ効率的に実施できる法人であり、以下の１）から６）までの全ての要件を満たすものとする。
かつ受託者は、業務の一部を再委託する際には、あらかじめ発注者の承諾を得るものとする。
1） 千葉県又は本町から指名停止措置を受けていない者であって、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

2） 役員に、次の①または②のいずれかに該当する者がないこと。
1 破産者で復権を得ない者
2 禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者

3） 次の①から③までのいずれかに該当する者でないこと。
1 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者
2 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき再生手続き開始　　　　　の申し立て（同法附則第２条の規定により、なお従前の例によることとされる再生事件に係るものを含む）がなされている者
3 破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続き開始の申し立てがなされた者及びその開始決定がなされている者（同法附則第３条１項の規定により、なお従前の例によることとされる破産事件に係るものを含む。）

4） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行うものでないこと。

5） 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人及び団体でないこと。

6） 国税（法人税および消費税）、都道府県税（事業税および都道府県民税）および市町村税について未納がないこと。

5． 企画提案書の手続き等
1） 公募型プロポーザル実施要領の公表（睦沢町ホームページ等で公表）
期　間　令和４年４月６日（火）から令和４年５月９日（月）まで

2） 実施要領に関する質問受付・回答
期　間　令和４年４月６日（火）から令和４年４月22日（金）まで（閉庁日を除く）の午前９時～正午まで及び午後１時から午後５時まで。ただし、最終日は正午までとする。
※質問書（様式１）はFAXまたは電子ﾒｰﾙにて提出願います。
【ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：seisaku@town.mutsuzawa.chiba.jp】
【FAX：0475-44-1729】
※質問に対する回答は、睦沢町ホームページに掲載する。
　【回答日：令和４年４月26日（火）最終更新】
※質問および質問に対する回答は、本実施要領、仕様書等の追補とみなす。
※質問書（様式１）以外の手段で提出等された質問に対して回答しない。
※質問の内容によっては、回答できない場合がある。
※質問は分かりやすくまとめて提出すること。
※質問に対する回答において、事業者名等は公表しない。
※質問がない場合は、睦沢町ホームページに掲載しない。

3） 企画提案書受付
期　間：令和４年４月６日（火）から令和４年５月９日（月）まで（閉庁日を除く）の午前９時～正午まで及び午後１時から午後５時まで。ただし、最終日は正午までとする。
提出先：〒299-4492 千葉県長生郡睦沢町下之郷1650番地1
　　　　睦沢町役場　企画財政課　企画班
提出方法：郵送または持参により提出（ただし、郵送の場合は簡易書留で必着のこと。）※提出後に改めて説明を求める場合があります。

4） 提出書類
1 企画提案書提出届（様式2）
2 会社概要（様式3）
 以下の項目は必ず記載すること。
・事業者名
・本社所在地
・技術者数
・業務内容
・連絡先（担当者氏名、電話番号、FAX番号、E-mailアドレス）
●添付資料
・定款
・登記簿謄本（直近の履歴事項全部証明書原本）
・納税証明書（国税、都道府県税、市町村税）
3 本業務における配置予定者（様式４）
4 本業務の企画提案書（様式５、６：各２枚以内）
・実施方針
業務目的の理解、業務実施方針及び業務の進め方について
・特定テーマ
本業務を進める上での課題認識と解決向けた方向性について
5 見積書（業務内容ごと内訳金額がわかるもの：様式自由）

5） 提出部数　11部（正本１部、副本10部）
※副本については、提出書類全てに関し、申請者名並びに関係団体の企業名を伏せて提出すること。なお、事務局の確認段階で明記があった場合については、事務局で消込み後に審査を行うこととする。

6） 企画提案参加に際しての注意事項
1 失格又は無効
以下のいずれかに該当する場合は、失格又は無効とする。
1） 提出期限を過ぎて書類が提出された場合
2） 提案した書類に虚偽の内容を記載した場合
3） 審査の公平性に影響を与える行為があった場合
4） 募集要領に違反すると認められる場合
5） その他担当者からあらかじめ指示した事項に違反した場合
2 複数提案の禁止
企画提案参加者は、複数の提案書の提出はできない。
3 提出書類の変更の禁止
提出期限後の提出書類の変更、差し替え若しくは再提出は認めない。
4 返却等
提出書類は、理由の如何を問わず返却しない。
5 費用負担
企画提案書の作成、提出等企画提案参加に要する経費等は、すべて参加者の負担とする。
6． 審査・契約に係る事項
1） 審査委員会
1 開催日時
令和４年５月12日（木）【予定】
2 開催場所
睦沢町役場
3 委員会構成
委員長　副町長
委　員　総務課長、企画財政課長、税務住民課長、福祉課長
健康保険課長、産業建設課長、教育課長
4 審査基準
	項　　目
	全体に占める割合
	評価基準

	審査項目1
	30/100
	別表

	審査項目2
	70/100
	別表


　　　　※審査項目１については、企画財政課企画班が評価点数を算出する。
　　　　※審査項目２については、審査委員会が評価点数を算出する。
　　　　　各委員の評価合計点数の平均点とする。
5 審査方法
1） 委託者の選定に当たっては、公募型プロポーザル方式審査基準（別表）に基づき、提書類の内容の審査を行い、競争性・透明性の確保に配慮しながら、企画提案の内容、事業の実施能力等を評価・採点し、審議の上選定する。ただし、見積書の提示金額が委託費の上限を超えている場合は、審査から除外する。
2） 審査方法は、審査項目毎の評価点数の合計点数（平均点）にて競う「総合評価方式」により行う。
3） プレゼンテーションおよびヒアリングには、原則として配置予定の技術者の出席を必須とし、出席者は４名以内とする。また、プレゼンテーション時に資料の追加配布は可能とする。ただし、パワーポイント等による画像の投影については認めない。なお、プレゼンテーションおよびヒアリングに出席しない場合、採点は行わない。
4） 日時、場所、実施方法などの詳細については、応募資格審査を通過した事業者（提案者）に別途通知する。
5） プレゼンテーションの時間は20分程度とする。
6 契約候補者の選定
提案者の中から、本業務契約候補者を選定するための最終審査は、審査委員会が行う。
なお、審査委員会は、公募型プロポーザル方式審査基準に基づき評価を行い、総合評点の多い順に順位を決定し、最多得点の提案者を本業務契約候補者とし、第２位を次点候補者とし、第３位を第３候補者とする。
ただし評価点数の合計点数が70点未満の場合は、契約候補者としない。また、同点の場合は、審査委員会の協議により決定する。

2） 審査結果の通知
審査結果は速やかに参加者に通知する。
ただし、審査結果についての異議申し立ては受け付けないものとする。

3） 契約の締結
選定した契約候補者と町が協議し、委託業務に係る仕様を確認した上で、契約を締結する。仕様書の内容は、提案された内容を基本とし、契約候補者と町の協議により決定する。
なお、本業務契約候補者と契約が成立しない場合は、次点候補者と協議し、本業務に係る仕様を確認した上で契約を締結する。更に、次点候補者とも契約が成立しない場合は、第３候補者と協議し、本業務に係る仕様を確認した上で契約を締結する。

7． 全体スケジュール
1） 公募型プロポーザル実施要領の公表
令和４年４月６日（火）から令和４年５月９日（月）まで

2） 実施要領に関する質問受付・回答
令和４年４月６日（火）から令和４年４月22日（金）まで（閉庁日を除く）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。ただし、最終日は正午までとする。

3） 企画提案書の受付
令和４年４月６日（火）から令和４年５月９日（月）まで（閉庁日を除く）の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。ただし、最終日は正午までとする。

4） 審査委員会の開催
令和４年５月12日（木）【予定】
5） 審査結果の通知
令和４年５月中旬【予定】

6） 契約の締結
令和４年５月下旬【予定】

8． 業務の適正な実施に関する事項
1） 業務の一括再委託の禁止
受託者は、受託を行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせ　　てはならない。
ただし、業務を効率的に行うために必要な業務については、町と協議のうえ、業務の一部を委託することができる。予定がある場合は実施体制に詳細を記載のこと。

2） 個人情報保護
業務を行うに当たって個人情報を取り扱う場合は、「睦沢町個人情報保護条例」に基づき、その取扱いに充分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に努めなければならない。

3） 守秘義務
受託者は、業務を行うに当たり、業務上得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならない。また、委託業務終了後も同様とする。

9． 問合せ先
1） 募集の内容：企画財政課企画班（℡0475-44-2501）
2） [bookmark: _Hlk99026950]企画提案に係る事項: 企画財政課企画班（℡0475-44-2501）
3） 企画提案書の手続き等: 企画財政課企画班（℡0475-44-2501）
4） 審査に係る事項: 企画財政課企画班（℡0475-44-2501）
5） 契約に係る事項: 総務課行政管財班（℡0475-44-2516）


別表
公募型プロポーザル方式審査基準
審査項目1
	評　価　項　目
	評　価　基　準
	基準点

	１
	実施体制
	業務実施に必要な実施体制を整え、業務遂行能力の高い事業者であるか。
	10点

	２
	業務実施
の能力
	本業務に類する業務実績を有しているなど、その知識、ノウハウ、経験等を充分に活かせることができるか。
	10点

	３
	管理技術者
の能力
	管理技術者は、責任者として必要な知識、経験、能力を有し、指導・監督能力の高いものであるか。

	10点

	小　　　　　　計
	30点



審査項目2
	評　価　項　目
	評　価　基　準
	基準点

	１
	実施方針
	本業務の趣旨を十分理解した提案内容になっているか。
	20点

	２
	特定テーマ
	業務を進める上での課題と解決方策について独自性、先進性のある提案内容になっているか。
	20点

	３
	提案の実現性
	本町で実態に沿った内容となっているか。
また、実施した場合の充分な効果を発揮できる内容となっているか。
	30点


	小　　　　　　計
	70点





様式1
質　問　書
事業者名　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　
	質問事項
	質問内容

	





















	

	事業所の名称・所在地及び担当部署
	

	担当者氏名
	

	連絡先（電話番号）
	

	電子メールアドレス
	




様式２

企画提案書提出届

業 務 名　　関係人口創出・拡大事業支援業務委託

履行期限　　令和５年３月24日

　本業務に係る企画提案書を同業務公募型プロポーザル実施要領により提出します。
　なお、実施要領に基づく企画提案参加要件を満たしていることを確約します。


                              年    月    日

睦沢町長　様


                          提出者   住  所
                                   電話番号
                                   ＦＡＸ
                                   会社名  
                                   代表者　役職名  氏名 　　　　　　印
                          
作成者   担当部署
                                   氏　名
電話番号
                                   ＦＡＸ
                                   E-mail







様式３

会社概要

１．商号又は名称　　　　　　　　

２．本社所在地

３．技術者数

４．業務内容

５．連絡先（担当者氏名、電話番号、FAX番号、Eメール）


※添付資料
　・定款
　・登記簿謄本（直近の履歴事項全部証明書原本）
　・納税証明書（写し不可）
1） 国税：様式その３の３（税務署発行）
例）法人税・消費税等　※直近の事業年度分
2） 都道府県税：課税されている全税目について未納がない証明（都道府県税事務所発行）完納証明書でも可
例）法人県民税・法人事業税等　※取得できる最新のもの
3） 市町村税：課税されている全税目について未納がない証明（市町村が発行）完納証明書でも可
例）法人住民税・固定資産税等　※取得できる最新のもの










様式４
配置予定者の業務実績


１．氏名　　　　　　　　

２．業務名
（業務の分類）		

３．契約金額		

４．履行期間		

５．発注機関名
住所
ＴＥＬ
	

６．業務の概要


７．業務の特徴	

	
８．当該配置予定の業務担当の内容		












様式５

企画提案書


１．業務の実施方針



２．業務フロー



３．工程計画
						
						
						
４．その他（有益な代替案、重要事項の指摘がある場合に記入する）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　















様式６

企画提案書

特定テーマに対する提案




























[bookmark: _GoBack]

　※特定テーマに対する提案の作成にあたっては、曖昧な表現は避け、実施することを明確に記載すること。なお、曖昧な表現の場合は評価しない。
